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　口．CM　Iの電子式船荷証券の特徴
　CM　I規則による電子式船荷証券の特徴は，①E　D　Iによって書面形式の船
荷証券の流通過程を模倣していること，②基本的には，E　D　Iメッセージによ
る通知とそれに対する確認システムであること，③電子式船荷証券の中央登録
機関として海上運送入が設定されていること，④個人キー・システムを導入し
て電子式船荷証券の流通性を保証していること，⑤CMI規則は条約あるいは
強行法規ではないので，当事者聞の契約自由の原則に基づいて，当該規則に
従って取引を行う旨の合意が行われた場合に適用されること等が挙げられる。
また，⑥CM　I規則による電子式船荷証券メッセージの伝送には，それに抵触
しない限り，当事者間の行動規範としてUNCIDが採択され，船荷証券の
　574
　　　　　　　　　　　電子商取引時代における貿易慣習　　　　　　　　　　　161
フォーマットとしてUNレイアウトキーが使用されること，UN／EDIFACT標
準が適用されること等もその特徴であ糺
　CM　I規則の電子式船荷証券は，前記2つのシステムを含めて今までに開発
されたいくつかのシステムの中で最も進んだ流通性電子式船荷証券に関する開
放型システムを意図したものである。それは，加入銀行だけが利用できるSW
I　F　Tのような閉鎖的システムと異なり，関係当事者が特定のルールに従って
取引を行う旨の多角的なED　I交換協定（いわゆるフレームワーク契約）を締
結する場合に適用される自主的ルールの形式をとっている。こうしたシステム
は，E　D　Iを使用する取引において最も一般的に利用される契約的アプローチ
（c㎝tractual　approach）と一致する方式である。
　ハ、CM　Iの電子式船荷証券の問題点
　しかし，書面形式の船荷証券上の記載内容に該当する受取メッセージに示さ
れている権利の受諾と署名に該当する個人キーの取得という権利移転の仕組み
をもって，従来の船荷証券の流通性を創り出すことができるか否か若干の問題
が残る。それは，①船荷証券の記載内容は運送人が管理するので，果たして個
人キーを含む受取メッセージが譲受人にとって運送品に関する決定的証拠にな
るかということ，②個人キーによって行われる権利移転の際に運送人による現
在の所持人の個人キーの破棄と権利の譲受人への新しい個人キーの発給の聞に
おける時間的ずれが生じた場合は，従来のような同時的な権利の移転とはなら
ないこと，また③個人キ∵の善意の譲受人に，従来の船荷証券のように，運送
人に対する貨物引渡請求権をはじめとする運送契約上の権利が移転されるよう
になっている場合に，中央登録機随の承認がないまま第三者に個人キーが詐欺
的に移転される可能性を排除できないこと等である。
　CM工規則は強行法規ではないから，受取メッセージと個人キーで構成され
る電子式船荷証券が従来の書面形式の船荷証券と同様の効果をもつという規定
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（同規則第7条）だけでは，書面形式の船荷証券と同様の法的効力を付与する
ことに問題があり，そのためには関違法の制定が必要になる。また，CM　I規
則では，運送契約の約款などは全部伝送することなく，既存の書面形式の船荷
証券に記載されている約款を参照せよというように，レファレンスする形式で
情報を伝送することになっており（同規則第5条），また，当事者は当該契約
が国内法によって要求される書面によるものではないことを抗弁として主張す
ることができないこと（同規則第11条）になっている。これらの点から，各国
の船荷証券に関連する国内法がこの規則の効力を認めない恐れが多分に考えら
れる。
7．BOLEROプロジェクトの電子式船荷証券
　（1）E　U加盟国間におけるE　I）I化計画の一環
　CM　I規則は流通性船荷証券のE　D　I化に取り組んだ最初の国際規則である
が，この規則に基づいて流通性船荷証券のE　D　I化の実験を試みたのが
BOLEROプロジェクトである。ヨーロッバでは，単一市場の導入に伴い，
人・商品・資本・サービス・情報などの自由な移動が実現し，その全域におけ
る事業経営の統合が進められているが，反面，事業管理面で複雑さが増幅され
てきているとの指摘がある。そこで，E　U加盟国においては，事業管理をより
効率的に行うために，E　D　Iおよび関連技術が急速に採用されつつある。
　このような状況の下に，E　C委員会では，E　U加盟国聞において最大限にE
D　Iの導入を達成し，その導入に伴って変更されることとなる取引憤行に関す
る法的諸問題を検討するために，資金を提供して，①MANDATEプロジェク
ト，②BOLEROプロジェクト，および③EDIBOLプロジェクトという3つの
プロジェクトを実施した06。
　①MANDATEプロジェクトは，「流通性書類および商取引の電子的管理」
（ManagmgNegotiableDo㎝mentsandAdministratingTradeE1ectoronica11y）の
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略称で，「E　D　Iによる流通性書類の電子的代替物」を確立するための法律
的・商業的・技術的方法の調査研究を実施したoカ。
　②BOLEROプロジェクトは，MANDATEプロジェクトの成果に基づいて，
電子式船荷証券の実用可能性に関するパイロットテストを実施したo㌔
　③ED1BOLプロジェクトでは，電子的環境の下で行われる船荷証券の譲渡に
関連する法的諸問題を検証し，E　D　Iの進展を妨げる法的障害を除去する解決
策の調査研究が行われた。
　（2）CM　I規則に拠る電子式船荷証券の実験
　BOLEROプロジェクトは，「Bolercフェーズ1」と呼ばれる実現可能性調査
を4ヵ月閥実施した後，1994年4月からシステム設計，開発およびユーザートレ
イニングを順次行い，「Boleroフェーズ2」である国際的パイロットテストを
1995年7月一9月に実施した。本パイロットテストでは，申央登録機関を中核と
するユーザー・クラブを組織して，参加した輸出入業者，フレイトフォワー
ダー，船会社，銀行闇における電子式船荷証券の発行，譲渡等の実験が行われ
た。このテストには，電気通信およびメッセージ伝送の国際標準（X．400，X．
500およびUN／EDIFACT標準），委託第三者（TTPs）と関連して用いるセ
キュリティ技術およびデジタル署名が使用された。
　流通性船荷証券は，すべての貿易国において制定法によって規制されており，
また一連の国際条約の対象でもある。そこで，BOLEROプロジェクトでは，
書面形式の船荷証券を使用して取引した場合に有したものと全く同じ権利・義
務を電子式船荷証券に随与するすべての当事者に具現することを目的としてい
るので，実行可能な電子的解決策を開発するために，まずヨーロッパ諸国の法
律上の問題を検討し，法的解決策として，「電子式船荷証券に関するCM　I規
則」を採択した。CM　I規則ではTT　Pの機能を運送人に期待しているが，本
プロジェクトでは完全に中立的立場にある関係者によって運営される複合的丁
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T　Pの概念を取り入れている。また，本プロジェクトは，メッセージの安全な
交換を保証するために，デジタル署名を墓礎にしている。
　（3）BOLEROユーザー協会とルールブック
　こにように改良されたCM　I規則に基づく論理的メッセージ伝送シナリオに
よって，本プロジェクトは，海上運送貨物に関する権利の発生，移転および貨
物の受戻しについて安全な解決策を提供することを可能にした。特に，流通牲
船荷証券の本質であり，これまでに実施された方法では取扱うことが不可能で
あった「貨物引渡請求権」について安全な解決策を提供している。この解決策
は多くの国で受け入れられるものであるが，法律によって「船荷証券とは，手
書き署名のある書面形式の書類である」と規定している国では，本プロジェク
トの船荷証券に係わる紛争が訴訟に持ち込まれた場含に，これが支持されない
ことが考えらる。そこで，すべての関係当事者が，「本システムの使用は，書
面形式の船荷証券を用いて取引した場合と同様の立場に各当事者を置くことを
意味する」旨をあらかじめ約束しておかなければならない。
　したがって，この解決策には，このような目的を達成できるような内容の契
約書を作成することが必要である。しかし，多数のユーザーが双務的に契約を
締結することは不可能である。特に，それ以前にまったく面識のなかった当事
者に船荷証券を譲渡する場合も考慮に入れなければならない。この問題の解決
策として，MANDATEプロジェクトの研究成果に基づいて，本プロジェクト
では，BOLEROユーザー協会（theBo1eroUserAssociati㎝Ltd．）を結成し，
協会の定款の一部にこの契約を組み入れることを提案している。この契約は
ルールブック（RuleBook）と呼ばれている。このような協会の全てのメン
バーは，その定款に拘束されるだけでなく，各メンバーとその他の全てのメン
バーとの聞の契約関係が設定されることになり，電子式船荷証券による安全な
取引を実施することができる。この協会は，メンバー相互間の安全な取引を保
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証する契約上のフレームワークを設定する媒体となる。電子式船荷証券の使用
を可能にするためのルールブック（国際版）は，1998年に完成することを目途
に目下その開発作業が進められていると灰聞している。
　（4）本プロジェクトの長所と現状
　BOLEROが提供するサービスを利用することにより，①船荷証券（あるい
は運送状）を登録するコストが，現在の紙の書類を作成・提出するコストより
も低くなること，②これまでの独立したシステムと異なり，このシステムでは，
電子的に「流通性」が安全に保証されるので，銀行にとっては，決済と貿易金
融取引に関するSW　I　F　Tメッセージの伝送もできるし，また電子商取引にお
ける新しい金融サービスの提供が可能になること，③このシステム・サービス
により，無登録書類（例えば，船積指図書，商業送り状等）のメッセージは取
引当事者聞で直接伝送することができること等が長所として挙げられている。
けれども，これを実施するためには，電子書類を受け入れることができる十分
な数の取引参加者がユーザー協会のメンバーにならなければならない。一人の
荷主にとって，複数の運送人，フレイトフォワーダー，銀行，取引先の貿易業
者等の参加が必要である。BOLEROプロジェクトは，一応，ヨーロッパの貿
易関係業者のための流通性船荷証券の電子化計画であったが，取引相手方は海
外諸国に散在していることであろうから，少なくとも主要貿易国の貿易関係業
者が多数これに参加することが商業的実用化の前提条件である。また，法的な
ルールブックの使用が各国の業界に広く受け入れられることも必要である。貿
易関係業界または企業では，多くの異なるメッセージフォーマットやEDユ標
準を使用しているので，長期的に見た場合，貿易取引においてUN／EDIFACT
標準の国際的使用の普及が，提供するサービスの効率を高め，コストを軽減す
ることに大きな影響を与えることになると考える。
　BOLEROプロジェクトの当初の目標では，完全なBOLERO商業サービスの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　579
　工66　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第376号
テスト關始は1996年半ばに予定されており，1996年末までに，平均的な輸出入
業者の貿易取引業務の80％を処理し，もしこれが成功すれば，1997年の年頭か
ら本格的に稼働する計画であった血勤。しかし，まだ上記のような環境条件が
整っていないので，商業サービス・テストが何時開始されるのか，現時点では
予定されていない。わが国の貿易関係業界では，BOLEROプロジェクト・
サービスに関する業務要件仕様（Business　Requirements　Specificati㎝；BRS）臼o
の分析検討を昨年の夏以来進めており，その成果に基づいて，早ければ今秋に
も隈定された企業間で電子式船荷証券に関する実験の計画が準備されている。
8．むすび
　今日の典型的な貿易取引形態は19世紀後半に形成され，その特徴は船荷証券
を中心とする一組の船積書類による物晶引渡と為替手形による代金決済にある。
産業革命により工業の発達が必然的に商業の発達を促した。特に，19世紀中葉
にいたると，それまでの現物の引渡と代金の支払いという現実的引渡による商
取引には限界があるので，これに代わって，流通の円滑と拡大を図るために，
船荷証券や為替手形のような有価証券を使用して，その証券に表彰される権利
の譲渡または行使を可能にする取引がみられるようになる。19世紀における通
信・運送・保険・金融等の発達がC　I　F契約のような取引形態の生成・発展の
背景に存在したのである。すなわち，C　I　F契約では，一組の船積書類によっ
て物品の引渡を行い，これと引き換えに代金の支払がなされる。船荷証券，為
替手形等に関する法律がこのような取引の発達を確実にしたことは間違いない。
このような取引形態は！9ユ0年代には世界的に使用されるようになったが，これ
が貿易取引の　層安全・確実な仕組みとして世界の貿易関連業界に広く一般的
に理解されるためには，新しい国際取引規準が必要であると考えられた。そこ
で，1920年に国際商業会議所が創立されて，第一次世界大戦後の荒廃した世界
経済を貿易拡大によって復興・発展させるために，新しい国際規則を作った。
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F　O　B，C　I　F等の貿易取引条件の解釈に関する「インコタームズ」，「荷為替
信用状統一規則」等である。このような貿易取引慣習に関する解釈の国際的統
一化が世界貿易の拡大に寄与したことは疑義を差し挟む余地がない。
　第二次世界大戦後における世界の貿易取引額の増大について1950年と1995年
を比較してみると，輸出額（FOB）で約84借，輸入額（CIF）で約83倍になっ
ている。これに対して，わが国の場合には，敗戦からの復興ということもある
が，同期間に輸出額では約554倍，輸入額では約336倍という目覚ましい発展を
遂げた。このような世界貿易の発展は未曾有の規模のものであるが，これは単
に量的に発展しただけではなく，貿易取引形態にも質的な変化を惹き起こした
のである。また，市場を取り巻く政治・経済・社会環境の変化や通信・運送・
保険・金融等の技術的進歩が貿易経営形態に大きな影響を及ぼしたことは改め
て申すまでもない。
　特に，わが国では1965年（昭和40年）を境として，産業構造が従来の軽工業
型から重化学工業型に推移した結果，輸出品および輸入晶の品目別構成に変化
が生一じた。当然，製品の販路拡充・強化が図られて，企業の統廃合が行われれ
特に，製造業の中には，これまでの間接貿易経営形態から直接貿易経営形態に
移行するものがでてきて，海外事業部制を採用し，製品の輸出だけではなく，
ライセンス契約・国際合弁事業・資本提携あるいは海外直接投資を行う企業が
増えてきた。販路拡充を目的とする海外支店，資本・技術提携による国際合弁
企業，海外子会社等，企業の多国籍化が進展し，本支店問，親会社・子会社聞
のいわゆる企業内取引が拡大した。さらに，外国為替が固定相場制から変動相
場制に移行するとともに，1985年秋のプラザ合意後における急速なドル安＝円
高基調の展開が，輸出関連企業の海外進出に拍車を掛ける結果となり，貿易取
引も垂直的取引のほかに，同一産業内の水平的取引が現れ，クロスボーダー取
引が急速に展開されるにいたった。過去約30年間に，わが国の貿易業態に大き
な変化が生じ，物晶引渡・代金支払のメカニズムにも変更が現れてい孔貿易
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経営形態，貿易取引形態等の貿易事態の変化は，当然，貿易政策に反映されて，
貿易制度手続の改正が行われる。国際商務論・貿易実務論の研究者は，常にこ
のような変化の調査研究に関心を示し，貿易関係業者に行動指針を提供しなけ
ればならない。
　さて，現段階では，E　D　I取引を行う当事者はあらかじめE　D　I交換協定を
締緒しなければならない。また，ED　I取引は，一定期聞にわたり頻繁に同種
の取引を繰り返し行う場合に，その効果を発揮する。貿易制度手続の簡素化お
よび頻繁に反復される情報の伝送業務という観点からすると，情報システム
ネットワークの構築がまず望ましいのは，輸出入通関業務（税関，通関業者，
荷主等），港湾物流業務（荷主，海貨業者，運送人，港運業者等）および銀行
業務（銀行，荷主）の部門であろう。これらの情報システムネットワークが，
ネットワーク相互問のメッセージ交換サービスとインターフェイスソフトを貿
易関係企業に提供することにより，荷主・海貨業者・通関業者・税関・港運業
者・運送人・銀行等の取引連鎖が結び付いて，電子商取引の輸が拡大し，さら
にこのような情報交換のインフラストラクチャーが各国において構築されると
固〕，海外の取引先とのE　D　Iメッセージによる商談・契約締結が可能となる。
　けれども，電子メッセージに記載されるデータには，単に情報を伝達するに
過ぎないものと，財産的価値を有する私権を表彰し，その権利の発生，移転，
行使を当該電子メッセージによって行わなければならないものがある。電子
メッセージには，紙の書類にみられる原本・謄本・署名がないので，これに相
当する電子的概念を法律によって明確に定義しなければならない。詐歎の防止
と確実な取引を実現するためには，電子技術や暗号技術の進歩に頼るだけでな
く，各種の機関（認証機関，登録機関，公証機関等）を設立しなければならな
い。現行の貿易取引では，船積書類（貨物惰報）は，主として物晶引渡と代金
決済の確保を理由として，為替手形とともに銀行を経由して，売主から買主へ
と流れて行く。しかし，電子商取引時代においては，ED　Iネットワークを経
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由してE　D　Iメッセージが流れるのである。物品引渡と代金支払に関するE　D
Iメッセージがどのような経路を経て売主から買主へと伝達されるのであろう
か。電子商取引の大きな効果が期待できるような形で商流が変化し，これに
伴って物流・金流システムにも大きな変化が生じることは閥違いない。このよ
うな方向に向かって貿易取引形態が変化しつつあるので，貿易経営形態も当然
変化するであろう。そこに将来の貿易取引憤習が生成・発展するものと考える。
　国連その他の国際機関が新しい貿易環境整備に必要な問題を解決する努力を
重ねており，各国政府機関でもこのような間題に取り組んでいる。しかし，新
しい環境条件に必要な法律制度をすぐに期待することはできないので，当面は
関係当事者問の契約によるフレームワークを構築して，これらの間題を明示的
な合意により当事者問で解決することを考えなければならない。フレームワー
ク契約の下では，すべてのE　D工取引当事者に対して，TT　Pの機能の認識，
技術的手順の遵守およびE　D　I取引に関する契約責任が要求される。このよう
な形で近い将来における国際電子商取引が展開されて，そこに新しい貿易取引
慣習が形成され，やがてこれが法的に認知されて法律の改正または制定が行わ
れることになろう。今日の貿易慣習の発展に国際商業会議所の果たした役割は
大きいが，同様に，国際商業会議所では，電子商取引時代におけるインコター
ムズ，信用状統一規則等の改訂を検討しており，また電子商取引委員会を設置
して電子商取引時代の新しいルール作りに取り組んでいるので，その成果に期
待したい。
注は）　：CC，／晦口加〃榊j99αlCC　P皿bLc劃t1o血N〇一460，p6．
　12〕拙稿「商学部における貿易実務関係の科目の変遷」『早稲囲商学』第256号、昭和5峰3月，89
　－l15頁。
　131上坂酉三『輸幽貿易笑務誌』文雅堂，大正工亘隼。
　（4〕しかし、上坂先生の主たる研究は貿易憤習にあり，『海上発資論』で商学博士の学位を取られ
　た後，貿易取引条件に関する研究を数編発表され，日召和18隼に『貿易憤習の研究jを幽版された
　が，同書の紙型が焼失したので，戦後これを全面的に書き直されて，同じ名称の．箸書を昭和25隼
　に出版された。
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15〕図1に示されている3つのシステムは次のとおりである埴
　①NACCS・Nippon　Automated　Cargo　Clea・ame　Systemの略語由わが国の貨物通関情報処理システ
　　ムで，Air－NACCS（航空貨物通関惰報処理システム．1978年稼働闘始）とSe州ACCS（海上
　　貨物通関情報処理システム，1991年稼働開始〕がある。
　②P0LINET・PortLoglstics　Infomatl㎝Networkの賂語。港湾物流惰報システムで，従来の
　　S月IPNETSに替わり，1995年3月から稼働關始。
　③SWIFT：Soclety　for　Worldw1de　Interbank　Financial　Telecomumcatio皿S．Cの略語。世界銀行
　　間金融データ通信組合で，1973隼にベルギー法人として設立され，1997隼現在でユ50カ国の
　　5，500以上の銀行にメッセージ交換サーピスとインターフェイスソフトを提供している。年聞
　　約6億件のメッセージを取り扱っている。
（6〕日本貿易手続簡易化協会，r貿易手続きにおける書類収集謂査報告書」ユ976年3月。
け〕　NClTD，Pψ直㎜后〃P折ψρ伽〃姥〃畑f舳1丁他d島ユ97ユ．
｛8｝　lCC，S‡蜆蜆d〃d　Doω舳酬地ηC晦d－fハ‘削閉乱Publication　No416．1984．
19〕欧米諸国における通関業務自動処理システムについては，拙稿「貿易手続の国際比較と課題」
　『日本貿易会月報』No．32ユ，昭和56年9月，36－42頁を参照されたい。
O⑪　このような動向は，1983年改訂信用状統一規則（UCP400）第ユ2条におけるテレトランスミッ
　ションによる信用状発行に関する規定，第22条における自動機器またはコンピュータによる書類
　作成に関する規定等にみられる。
ω　T　P－Colberg，〃〃，丁加P伽召肌伽加閉邊ED∫肋腕肋ooゑ1995，John　Wiley＆Sons．工nc．，pp．
　ユ74－175
｛12　　一加d．pp　175－176
113　UN／ECE，一物物3〃〃舳伽∫榊伽肋1郷〃丁肋吾肋肋1蜆鮒o加蜆馳”TRADE／WP4／GE．ユノR．
　ユ06．
㈹　UN／ECE，＾び閉吻5肋加∫肋肋㎝πD肋〃舳加刊g2∫肋d〃dぺTRADE／WP，4／GE1／R．113
（蜴　UN／ECE，肋c〃㎝πBt〃∫〆工αd閉g　P附榊〃妙〃αTαTRADE／WP4／R7ユO
㈹　ヨーロッパにおける流通性書類のE　D　I化への取組みに関する調査報告については，（財）日本
　貿易手続簡易化協会「平成8年度E　D　I制度手続簡易化特別委員会報告書」1997年3月，273～
　310頁を参照されたい。
虹力　Marinade　Ltd，ルωハのλτE＿力地〃椛卿｛∫〃f免吾TED∫∫切o厚畑伽閉乱Final　version1．3－C4／4／95
虹8　The　BOLERO　Co鵬ortlml，BOL石RO　F一吻五五砂研；∫㎝舳b㎜帖sω例エo；加肋垂E洲妙ω閉Co榊㎜一∬ω牝
　Issue1，O，Septemb虐rユ955
⑲　電子決済グループ国際F－E　Dエチーム「Boleroブロジェクトの現状と課題」『金融惰報シス
　テム』No．177、ユ996年10月号，38頁。
垣⑪Thro㎎bTransportMutua1lnsuran㏄AssoclatmLtd，andS．WIFTs．c、τ加酬舳∫砕
　吻‘偉B砒“榊∬R的伽雌舳望〃sψκψ虻α加o旭Versio皿ユ．C，12Septe皿berユ997
⑫1〕1995年11月に開催されたAPEC大阪会議の「大阪行動指針」は，先進工業メンバー二ついて
　は遅くとも20ユO年までに，開発途上メンバーについては2020隼までに，自南で閣かれた貿易及び
　投資という長期的目標を達成するための行動指針にもとづくAPECの自由化及び円滑化の過程
　全体に適用される一般原貝uを定めている。この中で，APECメンバーに対して，1999年までに，
　UN／EDlFACTを採用しかつ支持することにより，税関手続のコンビュータ化を携進することを
　求めている。また，E　D　Iを運輸産業で利用する際の障壁を特定する研究の第2段階を1995年に
　完了した後，E　D　Iに関するパイロソト試験プログラムを開始し，域内の運輸部門における可能
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な限り広範なE　D　I採用に当たっての将来の方向性を決定し，国際輸送及び貿易に関連する重要
情報のための書類提出要件を，今後ユo年以内の実行可能な限り早期に撤廃するという努力目標を
述べている。
追記：早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号94B－26）により，貿易取引
にE　D　Iを導入する諾問題を2年閻にわたり研究することができた。本特定課
題研究助成費に基づく研究として，「紙の書類から電子書類への変遷過程」
（『産研シリーズ26号』早稲田大学産業経営研究所，1995年）およびrE　D　I
ビジネス・コミュニケーションに係る法的問題」（『早稲田商学』第366・367合
併号，1996年）を発表した。本稿は，最終講義の原稿として執筆したものであ
るが，内容は上記の研究の成果に基づくものであるので，本特定課題研究助成
費による研究成果であることを特記する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1998年1月16日）
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